
議案第７号 

 

   平成２４年度北名古屋市一般会計予算について  

 

 平成２４年度北名古屋市一般会計予算について議会の議決を求める。  

 

  平成２４年３月２日提出 

 

北名古屋市長 長 瀬  保       

 

 

  



 

平成２４年度北名古屋市一般会計予算 

 

 平成２４年度北名古屋市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２３，９２２，０００千円

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（継続費） 

第２条 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２１２条第１項の規定によ

る継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすること

ができる事項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方

債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表 地

方債」による。 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ

の最高額は、２，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり定める。 

 (１) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除

く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれら

の経費の各項の間の流用。 

 

平成２４年３月２日提出 

 

                    北名古屋市長 長 瀬  保 
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第 ２ 表　継続費

年　度

千円

平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度

平成２４年度

平成２５年度

平成２４年度

平成２５年度

第 ３ 表　債務負担行為

千円

尾張土地開発公社の債務に対する保証

（都市計画街路用地取得事業　師勝環状線）

都市計画街路用地取得事業　師勝環状線

（尾張土地開発公社が北名古屋市の委託

により取得した用地の買収事業)

（能田中央公園用地取得事業）

（尾張土地開発公社が北名古屋市の委託

により取得した用地の買収事業)

13,000

8,000

千円
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平成２５年度から
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平成２９年度まで
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事 業 名

能田中央公園用地取得事業

児童センター建設事業費

文化勤労会館整備事業費

3民生費

10教育費

2児童福祉費

4社会教育費

尾張土地開発公社の債務に対する保証



起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利  率 償  還  の  方  法

千円

合併特例債 1,228,000 普 通 貸 借 2.5％

又 は 以内

証 券 発 行

庁舎整備事業 25,000

河川改良事業 20,000

地方道路等整備事業 16,000

文化勤労会館整備事業 277,000

図書館整備事業 40,000

臨時財政対策債 1,140,000

合 　　　     計 2,746,000

第 ４ 表  地方債

政府資金については、その

融資条件により､銀行その他

の場合にはその債権者と協

定するものによる。ただし、

市財政の都合により据置期

間及び償還期限を短縮し､

又は繰上償還もしくは低利

に借換えすることができる。

（ただし、利

率見直し方

式 で 借 り入

れる政府資

金、地方公

共団体金融

機構資金及

び銀行等引

受資金につ

い て 、 利 率

の 見 直 し を

行った後に

お い て は 、

当該利率見

直し後の利

率）


